
1 有料老人ホーム事業と老人福祉法
（1） 有料老人ホーム事業の推移

有料老人ホームは、主たる設置者を民間事業者として、高齢者との契約に基づき必要な対価を得て、
生活支援や食事提供、介護等のサービスを提供する事業である。

その起源は、昭和28年に東京で開設された戦争未亡人のための民営ホームといわれている。その後、
昭和40年代以降に設置数が増加しはじめ、平成12年の介護保険制度施行を機にさらに数が増加した。
この介護保険制度での特定施設入居者生活介護制度の創設は、公費による収益の安定性を求める様々
な業種・業態の事業者の市場参入を生み出し、さらにホーム数の増加につながった。

その後、平成18年の三位一体改革法において、特定施設への総量規制が導入されその計画的な整備が
進められることとなった。

現在も住宅型ホームを中心に有料老人ホームは増加を続けており、設置届出数をみると介護保険制
度施行時には全国に約200ホームだったものが、毎年約1,000ホームの新規設置があり、平成29年には
約13,000ホームにまで増加している。定員数は約50万人で老人保健施設を超え、サービス付き高齢者
向け住宅と合わせると特別養護老人ホームを超えるなど、広く国民の信頼を得て高齢者向け住まいの
中核事業となった。

また、近年は事業形態も変化しており、例えばホームの土地・建物は当初自己所有が主流であったが、
現在では借地・借家が増加している。これにより、事業者は低額なイニシャルコストでの市場参入が可
能となっている。さらには国が進める医療介護のヘルスケアファンドを活用した事業も始まっている
など、事業者は時々の政策や規制に対応しながら事業上の創意工夫を行っている。
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◆資料2　高齢者向け住まい・施設の利用者数

◆資料1　高齢者向け住まい・施設の件数
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◆資料4　有料老人ホームの概要

◆資料3　高齢者向け住まいの概要
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◆資料5　老人福祉法（抄）（法律第133号（昭和38年7月11日施行文））
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有料老人ホームは、昭和38年の老人福祉法施行時から規定されており、その設置に当たっての手続き
は、制度創設当初は「事業開始後1月以内」と、事後届を求めるものであった。その後、平成2年の法改正
により「事前届」になり、今日まで至っている。

また、昭和40年代後半以降、バブル経済期、平成12年の介護保険制度施行等を契機に設置数が増加し
事業が多様化したが、これに伴って入居者の安心や安全を確保する観点から、今日まで諸種の法改正が
行われてきた。

特に平成29年改正では悪質な事業者の市場からの退出を求める「事業停止命令の創設」、消費者に対
する「情報開示」の強化、全てのホームに対する「前払金保全制度」の適用のための規定が設置されるな
ど、さらに入居者保護が進められることとなった。

（2） 根拠法令
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◆資料7　養介護施設従業者等による高齢者虐待の再発防止及び有料老人ホームに対する指導の
徹底等について（平成27年11月13日　厚生労働省老健局長通知）
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厚生労働省は、地方自治体（都道府県・政令指定都市・中核市）に対し、地方自治法第245条の4第1項に
基づく技術的な助言として、有料老人ホームの指導監督や自然災害、事件・事故等に関する通知のほか、
事務連絡を発出している。

ここでは、近年の主な通知等を参考として示す。

（3） 国の通知・事務連絡
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◆資料8　「有料老人ホームを対象とした指導の強化について」
（平成29年3月21日　厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）
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◆資料9　「有料老人ホームの設置運営標準指導指針について」
（平成30年4月2日　厚生労働省老健局長通知）
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◆資料10　社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について
（平成30年10月19日　厚生労働省老健局総務課事務連絡）
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